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相対価格の許容範囲

1.問 題

置塩信雄

中 谷 武持

資本制経済の一つの特徴は，諸生産物が商品の形態をとる商品生産が支配

的であることである。諸商品の価格を (ρυ・一'，Tn) とすると ，それらの相

対価格は (ρJρη，......，Tη-Jρη〉である。この相対価格が諸商品 1単位当り

の投下労働量 (t"......，(n)の相対比 (t，/t引 い・…Jn-Jtn)とL、かなる関係に

あるか。これが本稿で司の問題である。

この問題は，学説史上では労働価値説の中核的な問題として論 じられてき

た。しかし，そのとき投下労働との関係を求められるのは，諸商品の相対価

格一般ではなく ，すべての商品生産部門て、の利潤率が均等となる価格(自然

価格一一スミス， リカ ー ド，生産価格一一マルクス〉がとりあげられてきた。

本稿では， より広く，すべての商品生産部門で利潤が正である相対価格と投

下労働量の関係をとりあげる。 11

2. 簡単な場合

一般的な議論を行うまえに，理解を助けるため，次のような簡単な場合に
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1)この問題は宇野弘蔵が「労働価値説の論証」ということで行った不明瞭な議論の

主題と同じである。彼はすべての部門で利潤が非負であるためには，諸商品の相

対価格は投下労働量の比によ ってきまる範囲になくてはならぬことを論じようと

し，これを「労働価値説の論証」とみなした。彼の推論は正確でないし，このこ

とを労働価値説の論証であるとするのは，労働価値説を余りに狭く，価格説明論

とすることである。これについては，置塩信雄 「労働価値説の主要諸命題J (神

戸大学『経済学研究』年報36 1990年〕参照。
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ついて考えよう。

生産財，消費財がそれぞれ唯一種類づつであり，生産財，消費財をそれぞ

れ 1単位生産するのに a1，a2だけの生産財と '11 T2だけの労働η投入が

必要で、あるとしよう。また，賃労働者の受取る貨幣賃金は労働 1単位当り

W，それで購入できる消費財を bとしよう。

すると，生産財，消費財部門のいずれにおいても，利潤が生じるためには，

生産財，消費財の価格 Pbム は，

ρl>a1ρ1十 '1"1ω

ρ2>a2P1+'1"Zω 

w=bpz 

(1) 

(2) 

(3 ) 

でなければならなし、。このために，生産財と消費財の相対価格ρI/P2が，

t1 =a1t1 +'1"1 (4) 

tZ=a2t1+'1"Z (5) 

できまる生産財，消費財 1単位を生産するため，直接 ・間接に投下しなけれ

ばならない労働量の相対比 ム/t2と，どのような関係をもたねばならないか

が問題である。

まづ，相対価格ρ/ρ2がそれを下回ってはならない下限を考えよう。(1)

より直ちに分るように，生産財部門で利潤が生じるには，l-a1>O (純生産

可能条件〉でなければならなし、。これを想定すると， (1)， (3)から分かる

ように，ρJρ2が小さくなる程，生産財部門の利潤は減少する。ム/pzがそれ

を下回われば，生産部門の利潤が消滅するのは

(l-a1)ρI/PZ=τ1b 

となるときである。したがって， ρ/ρzの下限は τ1b/(1-α1)である。

次に，相対価格ρ1/1うzがそれを上回ってはならない上限をみよう。 (2)， 

(3)から分るように， ρJρ2が大きくなる程，消費財部門の利潤は減少するo

pJρ2がそれを上回われば，消費財部門の利潤が消滅するのは

1-'1"zb=azp1/pz 

となるときである。したがって， ρ1/1九の上限は (l-'1"zb)/azである。
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ところで，この上限および下限は，生産財，消費財の投下労働量 t"んと

どのような関係をもつであろうか。

t，の定義式 (4)より ，ρJρ2の下限は bんであるが，これは搾取率 E

e=(1-bt2)/bt2 

を用いて，

;;占寸(1一合)
と書くことができる。

ρJρ2の上限は，t2の定義式(5)より

(1-'2b)t2 t， (，. '2(1-bt2)¥t， 
一一一一一一一・一 =11+一一一一一一i一一。2t， t2 ¥ a2t， } t2 

であるから，結局

.!2. ( 1 +一三一~ì
t2 ¥- . !?2(1+e) J 

と書くことができる。 ここで、， ん=r2/a2t，で，消費財fm門での生産の有機

的構成である。

このようにして，両部門で‘利潤が生じうる相対価格ρJρ2の許容範囲は

主(1 十一ーとー1>ρ品> (1 -~)~' (6) 
t2 ¥ - • !?2 (1十e)J ¥ 1 +e J t2 

である。 相対価格は投下労働量の相対比 t，/t2 よりヨ!E献することができるが，

そのヨ!E離限界は搾取率 eと生産の有機的構成によって規定されている。搾取

率が大なるほど，(6)から分るように，許容範囲は大となる。

3. 非基礎部門

前項の簡単な場合に，いま 1つの生産部門をつけ加えよう。その商品を 1

単位生産するのに，生産財を a3，労働を '3だけ投入しなければならな いと

しよ う。そして，この商品は賃労働者によって全く消費されない(例えば純

粋の著修品〉とする。したがって，この商品は生産財，賃金財の生産には全

く投入されない。
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すべての生産部門に直接 ・間接(労働者の消費を迂回してのものを含む〉

に投入されなければならない商品の生産部門を基礎部門 (basicsector)と

よび，そうでない部門を非基礎部門 (non-basicsector)とよぶ。 すると，

いま，つけ加えた生産部門は非基礎的部門である九

非基礎部門を考慮に入れたとき，前項で得た結論はどのような変化をこう

むるであろうか。 これが木項の問題で'ある。生産財，消費財，箸修部門のい

つ$hにおいても，利潤が生じるためには，前項の( 1)~(3)のほかに

ρ3>a3P， +'3ω (7) 

が追加される。 (3)を考慮すると(7)は

ρ31.ρ2>a3p，1.ρ2十九b

となる。箸修品部門の利潤は ρ31.ρ2が大なる程，ρ，1.ρEが小なるほど大とな

り，逆は逆である。

奪{多品部門は相対価格 ρ31.ρ"ρ，/P，が図 1の斜線部分にあるとき，利潤

t，/ t， 

図 1

2)基礎部門， 非基礎部門という概念は Sra任aによっても，その著書『商品による

商品の生産』でも用いられている。 しかし， その内容はこ こで述べているものと

異なる。彼はすべての部門に直接 ・間接に生産財として投入される商品の生産部

門を基礎部門と定義し，そのような基礎部門のみで構成される体系を考えた。 し

かしその ような体系は再生産可能な体系で‘はない。というのは，その体系には生

産財としての役割をしない純粋な消費財は除外されているからである。われわれ

の基礎部門の概念は，生産財と してだけではなく ，賃金財と して，すべての部門

に直接 ・間接に投入(賃金財の場合は，そこで投入される労働者が消費する)さ

れる商品の生産部門であることである。われわれは次項以後，すべての商品生産¥
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を手にすることができる。それ故， ρ31ρ2 V土下限はもつけれども，上限はも

たなし、。つまり，者修品部門で利潤が生じるためには，套@，品価格 お は，

套1多品のコストに入る生産財や賃金財(賃金を通じて〉の価格に対して相対

的に，ある高さ以上に維持されねばならなし、。しかし，者修品は他の部門の

コストに入らないから，その価格をいくら高くしても，他部門の利潤発生を

阻げることがないから，上限をもたないのである 3)。

基礎部門だけを考える場合には，各部門は互に投入関係を直接にか間接に

かもっているから，他の部門を損失に追い込むことなしに，どの部門の商品

もその相対価格を無制限には高めえないのである。

4. 一般的な場合

ここで，部門の数が 12(ミ3)個である場合についての考察に移ろう。以

下では，この 12{図の部門はすべて前項で定義した意味で基礎部門であると

い非基礎部門は捨象する。

すべての部門で利潤が生じるには

Pi> "E，aijpj+τμ i=l，一一 ，12 (8) 

w="E，b;Pj (9) 

で、なければならない。こ こで， ム:第 i商品の価格。 Qij，れ はそれぞれ第 i

商品 1単位の生産のために投入しなければならない第 i商品(生産財として)，

および労働量。 めは貨幣賃金率 ωで労働者が購入する諸商品〈賃金財〉の

バスケット (b1，.一，bn) を構成する要素。

周知の ように，(8)， (9)を充す ρi>O，ω>0が存在するためには，搾

取率

e= (1-2:，bjlj)/"E，bij (10) 

が正でなければならないり。ここ で んは

¥、部門は基礎部門であると想定するが，この作業は再生産可能である。置塩信雄

『資本制経済の基礎理論~ (創文社 1965年〉参照。

3)もっとも，実際に価格がし、 くらでも高くなるかどうかは，その商品の需要の弾力

性などの諸要因に依存する。
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n 

ti=L:.aijtj+7:i i=l，・・・・ ，n (11) 

でき まる第 t商品を 1単位生産するのに直接 ・間接に投入される労働量 で

ある。

さて，(8)， (9)を充す相対価格 (ρ，;ρn，……， ρη-1/ρη〉が，そこに閉

じ込められねばならぬ許容範囲は何か九これが本項の問題である。

( 8)， (9)は

X昔=ρjρn>Y=ω/ρ" (12) 

とおけば，

Xi-L:.aりXj-7:;Y=Ui i=l， ・・一，n

-L:.bjXj+Y=O 

(13) 

(14) 

と書ける。 但し，Ui>Oで Uiは第 i商品 1単位当り利潤を町とすれば，

Ui=πJρnである。 また，定義より ，xn=l。

(13)， (14)より

xs=23LZf1 ベ ，μ (15) 

n /， 
1=L;与ど:"'Ui

LJUi 
(16) 

をえる。ここで

制
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u
 

l-al1......-a，η-'1 
(17) 

で，L1りは dの第 t行 ・第j列の要素に関する余因数である。

ここ で，後段の便宜のため，行列式 dについての性質を摘記しておこう。

すべての部門が基礎部門であり ，(13)， (14)が 糾>0に対して，Xi>O， 

y>Oな る 解 をもっと き， L1 f土 indecomposable(分解不能〉で， 且つ

Hawkin=Simonsの条件を充すから

4)置塩信雄 「価値と価格J (神戸大学『経済学研究』年報1955年)

5)相対価格を測る商品をここでは第n商品としたが，これはどの商品であってもか

まわない。以下の議論はそれにかかわりないe
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.a>0， .aり>0

.a ii>O， .aiりi>O，.a iij.ikk>O 

.a iist孟osキtキi

である 610

(18) 

(19) 

(20) 

さて，(15)， (16)は

『

A
d

一dnz 
x
 

(21) 

1=か，ん=3LU4

と書けるが，.aij，.a，uiはすべて正であるから，ん>0。したがって，相 対 価

格 (x"・ .'，Xn-1) は n-1次空間における n個の点

(会会ユ) i=l， ••••• • n ω 
in

‘“ 
を結んでつくられる単体 (simplex)の内点 (interior)になければならな

いことが分る。 例えば，n=3のとき， 図2の斜線部分がそれである。

t，/ T3 

図2

L ム!T3 

(.a.. .å ~. \ 
また， (21)は第 S商品の相対価格%が l一二L ・・… 」土!...)の ん>0を

¥.ain' '.ann/ 

加重値とする加重平均であるこ とを示しているか ら，

6)非負行列のこれらの数学的性質については，二階堂副包『経済学のための線型数

学~ (培風館〉参照。
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附 x(含， ，777)>心 min(土，j:f)ω
である。

5. 許容範囲と搾取率

すべての部門で利潤が発生するには，相対価格の組合せ (X1，......，Xn-1)は

前項で示されたような単体の内部になくてはならないことが分った。本項で

は，この単体の内点は存在するのか。存在する場合，その内部の広さは何に

依存するのかを検討しよう。

n個の点 (22)でつくられる単体の体積 (2次元の場合，面積)Vは

1111 11nl 
守 1 11ln 

V=二一
11nη 

n! 111η-1 11nn-1 
111π dηη 

で与えられる 71。しかるに，この右辺の行列式は

11"-1/111η …11 nn 

に等しし、。 11>0，11ln，……， 11n，，>Oであるから，V>Oとなり ，確かに内

点は存在する。

次に，Vが搾取率の増加関数であることを示めそう。その準備として，11/ 

11knの経済的な意味を考える。 (21)において，ん=1，，1i=O (i 当~ k) の場合

を考えてみよう。すると，それは仏=0(1キk)で uk=11/11knの場合である

ことが分る。すなわち，11/11.η は第 h商品部門が利潤をすべて独占したとき

の叫(商品単位当り 利潤)に等L¥，、。これをιと書こう。すると，

n!V=仏 ・・ un/11 (24) 

となる。

まづ， ιが搾取率の増加関数であることを示そう。搾取率eの定義(10)か

ら知れるように，生産技術一定のとき tl，……， んは不変だから eは bl，

7)体積と行列式の関係については，佐武一郎 『線型代数学Jl (裳華房1990年〉参照。
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bnの減少関数である。それ故，du./db，くOなることを示せばよい。

(13)， (14)において，的=私 的=0 (iキk)の場合を考えると，

x~ -L.:aijX5-r.s.=UkO帥 i=l，...... n (25) 

-'L.:b jxJ + y.ニ O (26) 

となる。ここで 5帥は 0..=1，Oik=O (iキk)ox~ ，' y"は第 h部門が利潤を独占

した場合のめ，yを示めす。 んが変化したときのが，Y，thの変化分を求める

と， (25)， (26)より ，x~ =l なることを考慮して ，

dxJ-'L.: aりdx，-Oi.du.-ridy"=O 

-'L.: bsxf 

となる。これより

duk=主主学db，
- ~ kn 

+ dyk=X~db， 

(27) 

(28) 

をえる。既にみたように，L1.n>O， L11l+1， n>O， x~>O であるから ， du./db，く0

である。

Vを示めす(24)は

n!V二九- ・・ U'-IU，+l・・ ・・・un/L1，n

とも書ける。 1らがんの減少関数であることを示したから，さらに L1，η が ん

の非減少関数であることを示せば Vが b，の減少関数，したがって搾取率

の増加関数であることがし、える。実際，

dL1.一
一. ~ l5 n = -L1 ..... 制 ~，.= L1 .. 明 4 ・"db

s 
-:;1l，n.，.11i - 1515，1IT1{ι 

であるから，L1の性質(20)より ，dL1，n/db，三三Oである。かくして Vは搾取

率の増加関数であることが論証された。

6. 相対価格の上 ・下限

第 4項の(23)に注目しよう。これは，すべての部門で利潤が発生するには，

第 S商品の相対価格 x，=ρ，/九 がそこになくてはならない許容範囲を示して

いる。この許容範囲を画する上 ・下限の経済的意味は何か。また，これら上
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-下限は何に依存するのかを検討するのが本項の仕事である。

まづ，L1k，/L1knが何を意味するかを考える ことから始めよう。 (21)におい

て，ん=1，ん=0(iキk)とおくと

X~ = L1 k'/ L1kn (29) 

となる。すなわち，L1.， / L1knは第h部門だけが利潤を独占し，その他の部門

の利潤はすべて Oとするときの，第 S商品の相対価格で、ある。

次に

x(ムム)=ム--，
L11引 ，L1ηη d η 

(30) 

n(ム主)=11ー η

L11η L1ηn / L1nn 
(31) 

であることを示そう。

L1" L1i， L1L1"in sキ1
L1，π L1in L1，nL1in 

であるがB) L1の性質(18)，(20)より ，L1叫刊ミOであるから

L1"¥ d臼

L1，π= L1;η 

(32) 

であり， (30)が成立する 14)。また，

L1ns L1iS -L1L1η71， ts 

L1nn L1in L1nnL1何

nキ1

であるが，L1の性質(18)，(20)より

d
一d

¥
正
一

d
一d

であり， (31)が成立する。すなわち，第 S商品の相対価格の上限は，第 S部

門が利潤を独占するときの第 S商品の相対価格xであり，その下限は相対価

格がそれで測られている商品(ここでは第n商品〉の部門が利潤を独占する

ときの相対価格 x?である。

ところで，もし， X!== X~ ならば，不等式(23)で示される許容域は存在 し

なくなるが，実は

8)ここで行列式に関する ]acobiの定理が用いられる。定理については佐武前掲書。
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x~>x~ 

である。実際

L1" L1ns L1.L1ssnn 

L1，n L1nη L1，ηL1 nn 

であるが8)，L1の性質(19)より L1，刊 旬>0であるからである。かくして，不等

式(23)は

x:>xs>x~ 

とかける。

最後に，上限 x;，下限 x?が実は，搾取率に依存しており，搾取率が大と

なると，上限々は増大し，下限々は低下する結果，相対価格 x，の許容範

囲は拡大することを示めそう。この際，前項で Vと搾取率の関係をみたと

きと同様に，dx~/db，く0 ， dxUdb，>Oなる ことを示せば十分である。

前項の(27)， (28) を dx~ について解くと

dx: =~'Z L1 kk， 1171 ， 71+1パ + 1 ・ t; dbs
一-'"命n

となる叫。また， (27)において Oikdü• を Oindüπ におきかえて dx;: につい

9) (27)， ( 28) より dx~ について解くと，クラーメルの定理により ，
_kA 

白i=三2:;dbs
h 
〉

1-al1 ・・0・ -aln-l 0-'1 

A= I -ak1...O・・ -a>n-l -1一日

-an1".Q...-ann-l Q--rn 

-b1 ・・・1...一九-1 0 1 
〈
h 

いま，t~ を

t;= .2::: aii~+ 'i i=1， ......， n 
3キn，k

で定義し，Aの第i列(i=1，"'， k-1， 11+1， n-1)にむを乗じて，第 π+1

列に加えると，

1-al1 ...0…-alπー o0 

A= I -akl'''O…-akn-l一1-t~ 
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て解 くと，

dx~ =~~L1 kk， nn， n+I，河川tidbs
・・ "π

となる 10)。ここで， t~ ， t~ は

t;= L.; aijt:+'i 
1手k，n

i=l，・・・…，n

で定義される o L1が Hawkins= Simonの条件を充し，indecomposableて、

あれば，x:， x;， L1ij， L1iUj川 k，t;はいづれも正であるから11) 結局，dxVdb， 

く0，dxi，/db，>Oである。

7. 相対価格と投下労働量

ある商品の相対価格ρ，/九の上限は，その商品生産部門が利潤を独占した

ときの相対価格x;であり ，その下限は相対価格がそれてψ』られている 商品

(第 n商品〉 の生産部門が利潤を独占 したときの相対価格 x?であること。

この両者で画される許容範囲は搾取率が高まると拡大されることが分った。

本項での問題は，これらの上 ・下限が諸商品の投下労働量とどのような関

係にあるかを検討するこ とである。

第 2項で n=2の簡単な場合について，相対価格の許容範囲(6)をえたが，

一般的な場合について，同様のことがし、えるのであろうか。

まづ，上限 x;についてみよう。(以下では説明のため s=lとしよう。〕

ノとなる。第 h列で展開し，次に第 n7"Uで展開し，さらに第 n+1列で展開すると，

符号に注意して，
h 

V 
1-all ・・・・・・ - aln-t 

Aニ k>1 I<k . ~ 

-an-1 ・・・ l-an-1n-1 

〈
h 

となる。と ころが，右辺の行列式は L1kk，nn，)け 1n+lであるから，結局

x~t~ L1 k k ，n7t 判 "出二 R n~t ， n""l 円 db，

“kn 

10)註 (9)と同様に計算すればよい。

11) .aが Hawkins=Simonの条件を充せば L1kbnn円 t+l'叶 1 も同条件を充す。 故に

t[ = L.; a，;tj+τ6 
3キk.n

i=1，…ー，n 

によってきまる t;はいづれも正である。
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(29)より xl=L1，，/ムη であるから，(6)と同様のことがし、えるとすれば

L1" t， 
一二 よ(1+ε)
L1，πtπ 

(33) 

とおけば，

e 
ε二一一一一ーのT

l+e T'  

となることを示せばよ L、。 (33)より

旬

一
1
-

d
H
H

一
-
F
 

4'b
一

%

ニ
ム

i
-

1
 

1

一，Tι

ィ
u

一
n
一

#'ν

一，。

ところカL

tnL111-t，L1，九=(1-L::. bjtJ L1 ll ' η引肘 h n+ lt~'

であるから12) 結局，上限は搾取率の定義(10)を考慮、して

12)余因数の定義により ，

.1，，，=(ー 1)町村

-a'l ・・・-a2n-l-r2 

ー-a九 nl'. 一目。π.-，ーでη

-b， ...-bπ-1 
右辺の行列式の第 1列を第 nー l列に移すと，

t1.1'n =一
1-a22・・・ -a2n-l-a21/1-r2 

-aη2・ -ann-l-anllt-rn
-b， ".-b托 1 -b，t， 1 

したがって，

1-a'2".-a2n-l -a21tl-a2ntn -'1 

-a.， ." -ann-1 -antfl + (1-ann)t九 -rη
-b2 ...-bπ-1 一九九 一b，/n

右辺の行列式の第z行 (i=1，……，n-2)に ti+l を乗じて，第n列に加え，さら

に第 nー 1列を第 n列に加え合せると，tiの定義

tn.1nn-tl.1，n= 

m 

t ， =~aiij+ ri i=l，・・ ・・・，n

より，

11-a22'" -a'n-' -a21t， -a'nt" 
t".1nn-t，.1'n=(l-~bjtj) 1 

l-an2".-ann-l -an，t， +(l-a"n)九|

となる。右辺の行列式は

-11-f22 一一:1-an2・・・-alln-l一一τη

となるから， ノ
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xl=ムh+~ . 111]， nn，n+l，η+ 1， t~~ì 
t"¥ l+e t1111η/  

と書ける 。ここで， drは

t;' =~aj~' +'i 
i=Fl，u 

i= 1， ・・・・・・，n

で定義される。

次に，下限 xi1についてみよう。 (29)より xl= 11 11 1/11" "であるから，

tL t， 
一一土=ニ(1-可) (34) 
dηπ tη 1 

とおけば，ヮ=一三--:-o，となることを示せばよ L、。(34)より
l+e 

A11"II-tη11 n' 
ザ= t，11勾飽

ところが

t，11"凡
-

tnL1 111 = (1-'E.b.l;) 11 11，η Il'n+l'1t+lii' 

であるから'3) 結局，下限は

ノt;'=~ a，;tj'+'j 
Jキ'.n

i=l. ・・・…，n 

で定義された t~~l を第 t 列 (i = 1 ，・・・ .n-2) に采じて，第 n- 1 列に加えると

11-a"… a，九， 0 
一 I=t~' L1l1')PUn+bn+l 

I - a n 2 ・ -a 'W-l - t~' I 
となるから，結局

tn.Jnn -t1.J，π ニ (ο1一戸bん2んtωjρ)t以~'.Jム11.門川，況"口川ηけ刊+判1川，川川11

13の〉註〈α12の〉と同様の計算を行えばよLい、~。
14)自己の部門が利潤を独占したときの相対価格 x;が，他部門が利潤を独占したと

きの相対価格 x; よりも小となる ことはないが，同じでありうる (x~ =x; iキs，n)

ことを(32)は示している。 これは一見，奇妙にみえる。具体的 な1例を示そう。

3部門あり ，各部門の投入関係は図のようであると しよう。この場合 dは

1 0 0-" 

d 
③ 

2
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1
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第 1商品部門が利潤を独占したときの q2Jれ は ¥ 



相対価絡の~I 容範囲

Z? t1fe  d11，m ，nH，MItyl 
=ーーは一一一一・ l 

ι tn'- l+e t，L1"" 

となる。

以上の結果， 一般的な場合にも相対価格PS!ρ況の許容範囲は

ー(， e ¥か t8 (， e.¥  
ユ (1 十 一~1;，)> :' >ーと(1ー←ー::-1;2)
ら¥ l+er'r pπ t" ，- l+e r'j 

Ol = s1h nn， n+t， 7l + 1t~' /t1L11n 

O2 = L'111J nn， n+h n+l t~' /t lA nn 
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で示されることが分った。すなわち，相対価格は投下労働量の比より不離す

ることはできるけれども，そのヨj6離の限界は，搾取率によって規定されてい

るのである。

¥ q3=aqz十日 bq3=1

で与えられる。 ここで

qz=tz!ω q3=T3/W 

(*) 

である。次に，第2商品部門が利潤を独占したときのの，Q3はやはり(*)で与え

られる。

したがって， 第3商品で相対価格を測ることにすれば，第2商品の相対価格

X2=ん/ρ3=qz!q3は第2商品部門が利i閏を独占する場合と，第 1商品部門が利潤

を独占する場合とでは変らない。

このようなことが生じるのは，第2部門をはずしたあとの部門間の関係が

indecomposableで・なくなるからである。
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